（別添１）

平成２８年度特別支援教育体制整備状況調査要領
　１．調査期日
　　　　平成２８年９月１日現在

　２．調査対象
　　　　国立・公立・私立の全ての幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校（通信制、専攻科は除く。）及び中等教育学校

　　　　　　※休校中の学校は調査対象外。

　　　　　　※分校がある場合には、分校も１校として調査すること。

　３．調査票等の種類
	種別
	種類
	備考

	幼稚園・幼保連携型認定こども園・小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・中等教育学校配布用

【学校配布用】

	平成２８年度特別支援教育体制整備状況調査票（幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校）


	各学校へ配布し、各学校から国立大学法人、教育委員会、若しくは私立学校主管部課へ提出

※文部科学省への提出は不要

	教育委員会、私立学校主管部課、国立大学法人用

【文科省への提出用】

	特別支援教育体制整備状況調査総括表
	各管理機関にて取りまとめの上、文部科学省へ提出



	
	集計表１    幼稚園
	

	
	集計表２　　幼保連携型認定

こども園
	

	
	集計表３　　小学校・義務教育学校前期課程用
	

	
	集計表４    中学校・義務教育学校後期課程・中等教育学校前期課程用
	

	
	集計表５　 高等学校・中等教　　　　　　　育学校後期課程用
	


　４．調査方法
　　(1)調査対象学校への「調査票」の配布方法

●国立学校…各国立大学法人から配布してください。

●公立学校…各都道府県・指定都市教育委員会から配布してください。

●私立学校…各都道府県私立学校主管部課から配布してください。

    (2)調査票等の回収方法

　①各学校
調査票をそれぞれの管理機関である各国立大学法人、都道府県・指定都市教育委員会、　若しくは都道府県私立学校主管部課へ提出してください（文部科学省に直接提出されるケースが見られますが、管理機関にのみ提出願います。）。なお、調査票には、自動的に回答エラーを検知する機能を付加しております（印刷範囲外に表示されます。）。全てのエラー表示（「要確認」）が消えたことを確認の上、各管理機関に提出してください。
②各管理機関
各学校から提出された調査票を回収後、「集計表１～５」に取りまとめ、「特別支援教育体制整備状況調査総括表」を付けて文部科学省初等中等教育局特別支援教育課へ提出してください（各学校から提出された調査票の提出は不要です。）。各管理機関の集計表にも、自動的にエラーを検知する機能を付加しておりますので、全てのエラー表示（「要確認」）が消えたことを確認の上、文部科学省に提出してください。

　　　   ※ 各学校から提出された調査票を集計する際に、「Ｈ２８体制整備状況調査集計用シート」を必要に応じて活用してください。集計方法については、Excelファイル「Ｈ２８体制整備状況調査集計用シート」のシート「Ｈ２８調査票集計シート【使用例】」を御覧ください。

※「集計表５」（高等学校）については、全日制、定時制、併置それぞれの学校ごとに集計を行ってください。高等学校の全日制、定時制、併置（全日制と定時制の両方の課程を設置している学校）の区分については、学校基本調査の内容に従ってください。
　　(3)調査項目の詳細については、（参考）「調査項目の概要」を参照してください。
　５．提出期限及び提出方法
　　　平成２８年１２月６日（火）
　※「総括表」及び「集計表１～５」を電子メールにより提出してください。

　　　　　　提出先： kisokan@mext.go.jp

　　　　　　件名・ファイル名：「【都道府県・指定都市名又は国立大学法人名】H28体制整備状況調査」

　６．結果の公表
　　(1) 学校設置者別の公表について

　　　●公立学校…全国集計、都道府県・指定都市別集計結果を公表

　　　●国立学校…全国集計のみを公表

　　　●私立学校…全国集計のみを公表

    (2) 結果については、通知するとともに、文部科学省のホームページに掲載する予定です。

　７．留意事項

　  (1) 学校現場の業務負担軽減に係る文部科学省の取組の一環として、今年度調査より、③特別支援教育コーディネーターの指名等の実施状況、④個別の指導計画の作成状況、⑤個別の教育支援計画の作成状況を除き、調査項目を隔年化します。したがって、今年度は項目③、④、⑤のみ回答してください（来年度は全ての項目について調査を実施する予定です。）。
　　(2) 【学校配布用】の調査票中、薄黄色の部分は昨年からの変更点を示しています。

    (3) 公立学校については、各都道府県教育委員会及び指定都市教育委員会に対して調査を依頼しています。したがって、指定都市を含む道府県教育委員会におかれては、指定都市を除いて調査してください。

（別表）都道府県市コード表

　　※国立・私立学校については、０１～４７までのコードを使用してください。

	０１
	北海道
	
	１７
	石川県
	
	３３
	岡山県
	
	５１
	札幌市

	０２
	青森県
	
	１８
	福井県
	
	３４
	広島県
	
	５２
	仙台市

	０３
	岩手県
	
	１９
	山梨県
	
	３５
	山口県
	
	５３
	さいたま市

	０４
	宮城県
	
	２０
	長野県
	
	３６
	徳島県
	
	５４
	千葉市

	０５
	秋田県
	
	２１
	岐阜県
	
	３７
	香川県
	
	５５
	川崎市

	０６
	山形県
	
	２２
	静岡県
	
	３８
	愛媛県
	
	５６
	横浜市

	０７
	福島県
	
	２３
	愛知県
	
	３９
	高知県
	
	５７
	相模原市

	０８
	茨城県
	
	２４
	三重県
	
	４０
	福岡県
	
	５８
	新潟市

	０９
	栃木県
	
	２５
	滋賀県
	
	４１
	佐賀県
	
	５９
	静岡市

	１０
	群馬県
	
	２６
	京都府
	
	４２
	長崎県
	
	６０
	浜松市

	１１
	埼玉県
	
	２７
	大阪府
	
	４３
	熊本県
	
	６１
	名古屋市

	１２
	千葉県
	
	２８
	兵庫県
	
	４４
	大分県
	
	６２
	京都市

	１３
	東京都
	
	２９
	奈良県
	
	４５
	宮崎県
	
	６３
	大阪市

	１４
	神奈川県
	
	３０
	和歌山県
	
	４６
	鹿児島県
	
	６４
	堺市

	１５
	新潟県
	
	３１
	鳥取県
	
	４７
	沖縄県
	
	６５
	神戸市

	１６
	富山県
	
	３２
	島根県
	
	
	
	
	６６
	岡山市

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	６７
	広島市

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	６８
	北九州市

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	６９
	福岡市

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	７０
	熊本市


